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令和７年度南房総広域水道企業団水道用水供給事業会計補正予算（第３号）（概要） 

 

１．業務の予定量（補正後） 

（１）年間総給水量            12,375,739 ｍ3 

（２）一日平均給水量              33,906 ｍ3 

２．収益的収支 

 

  

既 決 額 計

1 水道用水供給事業収益 4,060,486 22,656 4,083,142

1 営業収益 3,130,519 5,361 3,135,880

1 給水収益 3,127,869 5,361 3,133,230

2 営業外収益 929,967 17,295 947,262

1 受取利息及び配当金 3,082 58 3,140

2 長期前受金戻入 926,635 17,158 943,793

3 雑収益 250 79 329

既 決 額 計

1 水道用水供給事業費用 4,107,091 △ 18,308 4,088,783

1 営業費用 4,078,162 △ 68,613 4,009,549

1 原水及び浄水費 1,723,139 △ 100,238 1,622,901

2 送水費 152,728 △ 5,433 147,295

3 受託工事費 2,574 △ 154 2,420

4 総係費 122,504 △ 1,112 121,392

5 減価償却費 2,077,217 △ 2,518 2,074,699

6 資産減耗費 0 40,842 40,842

2 営業外費用 18,929 50,305 69,234

1 支払利息及び企業債取扱諸費 18,929 5 18,934

2 消費税 0 50,000 50,000

3 雑支出 0 300 300

款 項 目 補 正 額

収　　　　　　　入

款 項 目 補 正 額

支　　　　　　　出

（単位：千円・税込み）

（単位：千円・税込み）
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３．資本的収支 

 

出所：令和７年度南房総広域水道企業団水道用水供給事業会計補正予算（第３号）（実施計画）により作成した。

既 決 額 計

1 2,698,363 △ 6,434 2,691,929

1 建設改良費 2,423,117 △ 6,360 2,416,757

1 改良施設費 1,364,403 △ 10,464 1,353,939

2 改良事務費 11,285 △ 976 10,309

3 固定資産取得費 65,699 5,080 70,779

2 企業債償還金 236,833 △ 74 236,759

1 企業債償還金 236,833 △ 74 236,759

資本的支出

支　　　　　　　出

款 項 目 補 正 額

（単位：千円・税込み）
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収入 3,798,162 

支出 3,903,492 

給水収益

2,848,391 

受託工事収益

2,409

長期前受金戻入

943,921 
その他

3,441 

職員給与費

267,132

経費

1,501,886 減価償却費等

2,115,541

支払利息

18,933

純損失

(105,330)

令和７年度南房総広域水道企業団補正予算（第３号）の状況 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

給水収益 事業体からの給水料金 

受託工事収益 
共同施工の受託による収益 

（主に構成市町） 

長期前受金戻入 

過去に受け入れた国・県補助金等に 

ついて、固定資産の減価償却見合い 

額を収益化するもの 

その他 受取利息、雑収益 

職員給与費 給料、手当等、法定福利費、報酬 

経費 修繕費、動力費、薬品費等の経費 

減価償却費等 減価償却費、資産減耗費 

支払利息 企業債、機構割賦負担金の利息 

純損失 収入－支出 

建設改良費 施設の建設改良に要する経費 

企業債償還金 企業債の償還元金 

機構割賦負担金 
房総導水路の建設事業費を施工者で 

ある水資源機構に分納するもの 

資本的収支不足額

（収入－支出） 

不足額は減価償却費等により発生した内

部留保資金等で補てんする 

（内部留保資金等） 

・当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 243,372 千円 

・過年度分損益勘定留保資金 

 2,448,557 千円 

○資本的収支      （単位：千円、税込み） 

・純損失は 105,330千円となる見込みである。 

○収益的収支      （単位：千円、税抜き） 

注１:本表は、補正予算成立後の最終予算に係る収入及び支出の内訳を示すものである。 

注２:本表中の「機構」とは「独立行政法人水資源機構」のことをいう。 

 

注：上記は、収益的収支に係る補正予算案に基づき税抜きの額及び損益を試算したものである。 


